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地域活力の創生

持続可能な地域社会の構築
・2030～2040年に目指すべき方向性

広域・多分野・官民の連携による地域生活圏の構築・展開
➣目指すべき方向性の実現に向けた取組

①先端技術や新たな働き方・暮らし方を社会実装するモデル地域の創出
②立地適正化計画等とインフラ老朽化対策の連携
③レジリエンス強化のための自律分散型インフラやデジタル技術の活用

人口減少とインフラ老朽化が加速する中、持続可能な地域社会を構築するため
には、都市機能の集積等による維持管理の効率化・高度化を図るとともに、デジ
タル技術の進展や多様な暮らし方に対応し、各地域も自身の強みを引き出しつつ、
デジタル・遠隔技術・自動運転等の様々な取組を総合的に実施し、地域機能を向
上させる取組が必要。

総 論

具体的な取組
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＜令和６年２月２９日 経済財政諮問会議 中長期の経済財政運営における政策課題（有識者議員提出資料）抜粋＞

（中略）人口減少が本格化する2030年より前に制度改革を遂行する必要があり、そのためには、今後３年程度の包括的な政策パッケージを策
定すべき。その際には、以下に掲げるように、国内のマクロの視点だけでなく、ローカルとグローバルの視点も備えた形とすべき。 （中略）

（４）地域活力の創生

都市圏へのコンパクト化と強靭な国土構造を両立させるため、広域での住民の意見集約を図りつつ、デジタル・遠隔・自動運転技術等の次世
代インフラ活用による地域機能の向上を図るとともに、インフラ・社会機能（医療・介護、交通、教育など）の維持コストの抑制を図るべき。 



持続可能な地域社会の構築（1/3）

現状と課題

 我が国の現状として、急速な人口減少・少子高齢化に伴い、地方の過疎化や地域産業の衰退、地域の担い
手の減少、公共交通の減少など、住み慣れた地域に住み続けることへの大きな課題が顕在化しつつある。

 持続可能な地域社会の構築に向けては、地方自治体の業務改革や公営企業等の経営改革等に引き続き取り
組むとともに、デジタル田園都市国家構想の実現など、デジタル技術の実装を通じた地域経済の活性化や
地域機能向上、行政サービスの効率化に取り組むことが重要。

出典：内閣府「経済・財政一体改革参考資料
（2023年10月10日経済財政諮問会議 資料３）」
より抜粋

出典：内閣府 令和２年度世論調査「地域社会の暮らしに関する世論調査」
（https://survey.gov-online.go.jp/r02/r02-chiikishakai）を加工して作成

「地域の担い手の減少」
「公共交通機関の減少」への不安は、
都市部（人口20万人以上）と
それ以外の地域（人口20万人未満）との
差が大きい
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持続可能な地域社会の構築（2/3）

 公共投資額はピーク時の半分程度に減少しており、近年、防災・減災、国土強靱化の取組等により予算規模が
増加したものの、社会資本ストックはほぼ横ばいで推移。

 社会資本ストックの中長期推計※1をした結果、今後、建設後50年以上経過する社会資本の割合の加速度的な増
加等により、現行の投資額（実質）を維持する場合はストック（実質）が2060年に約１割減少。一定の経済成
長※2を前提に現行のＧＤＰ比（4.2％）を維持する場合は、ストック（実質）は約５％減少。

 今後、限られた公共投資額で経済成長を図りつつ防災・減災、国土強靱化やインフラ老朽化に対応するために
は、これまで以上に予防保全型メンテナンスへの本格転換、立地適正化計画等との連携、ICT等新技術導入、
官民連携（PPP／PFI）等によるインフラ維持管理の効率化・高度化等を推進する必要。

※１：2021年度以降は災害は起きないものと仮定し（災害復旧費は2021年度以降考慮しない）、公的機関（一般政府及び公的企業）により整備される社会資本のうち、主要17部門（道路、港湾、航空、鉄道、公共賃貸住宅、
下水道、廃棄物処理、水道、都市公園、文教施設、治水、治山、海岸、農林漁業、国有林、工業用水道、庁舎）が推計の対象。現行の投資額及びGDP比は2011～2020年の平均で算出。

※２：経済財政諮問会議（2024.4.2）「中⻑期的に持続可能な経済社会の検討に向けて②」（内閣府）の①現状投影シナリオにおける実質成長率を基に試算。

【17部門全体の投資額の推移（デフレーター参照年：2015年）】
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【新技術導入による効率化の例】出典：国交省資料 出典：国交省資料
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【建設後50年以上経過する社会資本の割合（2020年度算出）】

道路橋
（橋長2m以上）
［約73万橋］

トンネル
［約1万1千本］

河川管理施設
［約4万６千施設 ］

下水道管渠
［約48万km］

港湾施設
（水域施設、外郭施設、係留

施設、臨港交通施設等）
［約6万1千施設］

水道管路
［約74万km］

〇交通規制が不要
〇作業の効率化及び省力化
・作業時間：４ｈ →  1ｈ
・作業人員：3.0人→0.4人・日

〇精度・品質の確保・向上
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【社会資本ストックの中長期推計】

予測

マルチコプタ点検システムを活用した
橋脚等の点検により橋梁点検車が不要に

橋梁点検車を活用した点検
及び点検にあたっての交通規制



持続可能な地域社会の構築（3/3）

広域・多分野・官民の連携やデジタルの徹底活用等による地域生活圏
の形成等に向け、先端技術や新たな働き方・暮らし方を社会実装する

モデル地域の創出とその成果の横展開を図りつつ、以下の取組を推進

 デジタル基盤等の構築・活用（自治体ＤＸを含む）

 転職なき移住、二地域居住等

 多様な公共サービスの担い手育成

 社会課題解決のためのシェアリングエコノミーの普及

 人中心のコンパクトなまちづくり（空き家の活用を含む）

 地域公共交通を始めとする交通の「リ・デザイン」

 地域の将来像を踏まえたインフラ老朽化対策

取組 2030～2040年に向けた指標（案）

デジタル基盤等の

構築・活用

人口減少に伴う一人当たり行政コスト上昇の抑制に
向け、共通的なデジタル基盤等の構築・活用による

行政コストの削減効果を示すことが必要

モデル地域の創出
モデル地域創出の効果とそれが自走に

至っているかを評価することが必要

コンパクトなまちづくり
国としての調査分析を踏まえ、

広域的な立地適正化の取組の進捗状況を示す必要

インフラ老朽化対策

（予防保全への移行）
措置が必要な施設の修繕実施率

インフラ維持管理の

高度化

点検・診断等において新技術等を導入している

施設管理者の割合
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ＫＰＩ（例）
目指すべき方向性

 日本社会では、デジタル技術は急速に進歩し、人々の生活に広く活用される段階に移行しつつある。また、
テレワークの普及や若年層の地方移住への関心が高まるなど、人々の働き方・暮らし方が変化。

 このような社会情勢の変化を踏まえ、人口減少が進む地域の課題解決と魅力向上のためには、文化的・自然的
一体性や日常的な生活・経済の実態に即し、行政区域にとらわれず、官民が連携し、デジタルを活用しながら、
行政コストの効率化を図りつつ、暮らしに必要なサービスが持続的に提供される生活圏を再構築する必要。

出典：内閣府「第6回新型コロナウイルス感染症の影響下にお
ける生活意識・行動の変化に関する調査」を一部加工して作成。 出典：総務省「令和5年版 情報通信白書」を加工して作成



中核となる
拠点エリア

地域公共交通の
リ・デザイン

自動運転

A県
A町

A県
B市

B県
C村

地域の中心
エリア

地域の中心
エリア

地域の中心
エリア

小さな拠点を
核とした集落

エリア

小さな拠点を
核とした集落

エリア

生活サービス拠点の機能強化
コンパクトなまちづくり二地域居住等

小さな拠点を
核とした集落

エリア

ドローン物流

立地適正化計画等と
インフラ老朽化対策の連携

2030～2040年に目指すべき方向性

広域・多分野・官民の連携による地域生活圏の構築・展開（1/2）

 広域・多分野・官民の連携やデジタル等新技術の活用等を図りつつ、地域の生活サービス機能の集約や居住
を誘導する多様な拠点の創出とそれらを結ぶ公共交通の確保等により、暮らしに必要なサービスが持続的に
提供される地域生活圏を構築し、全国への展開を目指す。

＜地域生活圏のイメージ＞広域的・戦略的な
インフラマネジメント

インフラを「個別」ではなく「群」とし
て捉え、地域のニーズに応じて広域・複
数・多分野の連携により面的に維持管理

官民の連携強化

デジタル技術の実装・活用

コンパクト・プラス・ネットワークの
取組等を踏まえたインフラ老朽化対策
（施設の集約・複合化等）を推進

●Decidim（市民参加型合意形成プラット
フォーム）等を活用し、民意の可視化を推進

新たなサービス・ソリューション（イメージ）
・まちづくり

（例）空き家の把握・推定の効率化
施設予約等の住民・来訪サービスの高度化
オープンデータで不動産取引・都市開発の効率化

●不動産ＩＤ等の総合的な活用を含む
「建築・都市のＤＸ」の推進

※加古川市版Decidim（日本初の市民参加型
合意形成プラットフォーム）

＜分野横断型のウォーターPPP（守谷市の事例）＞

＜地域インフラ群再生戦略マネジメント(群マネ)＞

●先端技術を社会実装し、新しい地域づく
りに活用

●民間企業や投資の呼び込み、
金融機関の積極的な参加

●自立した地域経営主体の育成
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●分野横断型、広域型案件の
ＰＰＰ／ＰＦＩ事業組成の促進

●包括的民間委託の更なる推進

出展：ANA ホールディングス（株）

自動運転 ドローン物流

※出典：国交省資料

＜エネルギー地産地消と地域内資金循環 
（鳥取県米子市・境港市）＞

発電事業 公共施設

電力需給管理
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2030～2040年に目指すべき方向性

広域・多分野・官民の連携による地域生活圏の構築・展開（2/2）

①広域での意見調整・意思決定の仕組み

行政区域を跨ぐ広域連携に向けた留意点

②広域連携に対するインセンティブ強化

コンパクト・プラス・ネットワークの取組の実効性を高めるためには、行政区域にとらわれず、文化的・

自然的一体性や将来の人口動態等を踏まえた方針・計画の検討が重要。

広域連携を進める際には、ＤＸ等を活用して住民の意見集約や広域的に地域の公共サービスを支える多様

な主体との連携を図りつつ、協議会の共同設立、連携中枢都市圏等の広域的な意見調整・連携を行う仕組み

のほか、一部事務組合や広域連合といった議会による意思決定がある制度も必要に応じて活用。

広域で自治体が方針・計画の作成や取組を実施する際、必要なデータ提供や専門人材確保に対する支援

に加え、インセンティブ等の強化が必要。

【広域的な立地適正化方針の検討例】
山形県北村山圏域（村山市、東根市、尾花沢市、大石田町）

・ライン川とネッカー川が合流する
３州にまたがる取組

・地域開発を３つの組織の協働を中心
とした公民連携によって推進
●地域連合

（３州間の契約を根拠とした政治的意思
決定組織
３州の計画体系を圏域としてとりまとめ）
●未来協会

（経済人・学者・政治家など６００人から
なるシンクタンク組織）
●メトロポールレギオン・ライン＝ネッカー（有限責任会社）

（地域開発プロジェクトの実行組織）

【参考：ドイツの広域連合（メトロポールレギオン）の事例】
ライン＝ネッカーシティリージョン

・３市１町で市町村都市再
生協議会を設立し、広域的
な立地適正化の方針につい
て、多様な関係者と協議し
つつ検討

・今後、地域の課題を踏ま
えて誘導区域の設定、交通
ネットワークによる持続可
能な都市運営に向け、圏域
での広域的な立地適正化に
関する基本的な方針を策定
予定。



 デジタルの力を活用しながら、地域の社会課題解決・行政コストの効率化・地域機能の向上などに向けた、地方の活力

創生に向けた多様な取組を推進することが重要。

 具体的な取組として、地域生活圏の形成等に向けて、施策間・地域間連携を強化するとともに、特区制度等の活用による

規制・制度改革やデジタル田園都市国家構想交付金による地方創生の取組への支援を重点化させ、モデル地域における先端

技術の実装等の先駆的な取組をパッケージで推進。

 モデル地域の創出に当たっては、既存の地方創生の成功事例の知見を活かすとともに、社会のニーズや地域の特性に応じた

取組とすることが重要。

パッケージとしての支援を行うモデル地域の創出

施策間・地域間連携の推進 特区制度等の活用による
規制・制度改革

デジ田交付金による
財政支援の重点化

自動運転・サポカー

ドローン物流

遠隔医療

ワーケーション

遠隔教育

Ａ地域

規制・制度改革

施策間・地域間連携

Ｂ地域

財政支援の重点化

オンデマンド交通

中央省庁
【重要な視点】
 地域住民・大学・銀行などの幅広い地域関係者との意見調整・役割分担・連携
 地域外から、人や企業、技術・資金などを呼び込み、地域産業を強化・育成
 最終的に自走できる地域の実現

公共サービス

地域の社会課題解決・行政コストの効率化・地域機能の向上
新しい働き方・暮らし方への対応（多拠点居住・リモートワークなど）

目指すべき方向性の実現に向けた取組①

先端技術や新たな働き方・暮らし方を社会実装するモデル地域の創出（1/2）
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先端技術や新たな働き方・暮らし方を社会実装するモデル地域の創出（2/2）

モデル地域のイメージ

A地域 駅

規制・制度改革 ＋ 施策・地域間連携 ＋ 新技術実装・新しい暮らし方を進める地域に財政的支援

自動運転・サポカー
で自由に移動

オンデマンド
交通で自由に
移動ドローンの普及

に向けた実証実
験の場の提供

・地方大学・高専発スター
トアップ育成に向けた企
業・金融との連携

・地域大学での魅力的なリ
スキリングの提供

・ヘルスケア・健康チェック
・遠隔診療・健康診断
・医療データ連携
で場所に縛られない医療

B地域 駅

新たな産業・
投資の呼び込み

地域内外からの
人の呼び込み

地域発スタートアップ
への資金呼び込みなど
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遠隔授業で場所に
縛られない教育

テレワーク・
コワーキング
スペースで新
しい働き方

大都市にある
大学との連携

地域で発電した収益を
まちづくりに生かす

鉄道駅や道の駅
にも接続し、
人を呼び込む



目指すべき方向性の実現に向けた取組②

立地適正化計画等とインフラ老朽化対策の連携

 人口減少とインフラ老朽化が加速する中、コンパクト・プラス・ネットワークの取組等とそれを踏まえた
インフラ老朽化対策をさらに推進。施設の健全性や構造等のみならず、立地適正化計画等のまちづくり計画
を踏まえ修繕・更新、集約・複合化等及びそれらの優先順位や自律分散型インフラ活用等の検討を行った
うえで対策を実施し、持続可能なインフラメンテナンスサイクルの構築を図る。

立地適正化計画

都市機能誘導区域
医療・福祉・商業等の都市機能を都市の中心拠点
や生活拠点に誘導し集約することにより、これら
の各種サービスの効率的な提供を図る区域

居住誘導区域
人口減少の中にあっても一定エリアにおいて人口
密度を維持することにより、生活サービスやコ
ミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘
導すべき区域

インフラ老朽化対策

〇老朽化対策の優先順位づけ ＜例＞富山市における橋梁トリアージ

措置の優先度を
踏まえ、管理水準
を個別に設定

地域における位置づけ等を踏まえ、
施設の更新等の際に自律分散型イ
ンフラ（地下水、再生型水循環シ
ステム、浄化槽、再エネ等）の活
用を検討。あわせて、デジタルの
徹底活用により必要な生活サービ
スを提供。

〇公共施設等の集約・複合化

遠隔教育

遠隔医療
〇自律分散型インフラの活用

B公民館
（築35年）
※利用者少・
コスト高

C児童館
（築25年）
※利用者少

C児童館

E介護施設

改修・転用A学校の建て替えに併
せて複合化

D老人福祉センターB公民館

A学校

地域拠点

D老人福祉センター
（築30年）

A学校
（築40
年）

地域の規模等を考慮し、公共下水道から合併浄化槽へ移行

第１回 上下水道地震対策検討委員会（2024/3/12）
9

※立地適正化計画に関する2025年以降のKPIについては、国交省「立地適正化計画の実効性の向上に向けたあり方検討会」における議論を踏まえて検討

点検

計画 修繕
更新等

※集約・複合化等
を含む

点検によって得られた施設
の状態について施設毎に整
理し、対策内容や対策の優
先順位の考え方等を記載

施設の健全性や構造等のみならず、地域の
将来像も踏まえ対応（修繕・更新、集約・
複合化等）やその優先順位を検討

個別施設計画を踏
まえ、計画的に修
繕・更新等を実施



目指すべき方向性の実現に向けた取組③

レジリエンス強化のための自律分散型インフラやデジタル技術の活用

必要に応じて、

都市部より様々な機能を

提供することで補完

ドローン物流
物流

ライフライン
再生型水循環システム

衛星等を活用した
被災時でも使用可能な通信網の整備

通信

不感地帯でのスマホ等との
直接通信サービス

2025年度以降、災害地域、
島嶼部等をスポット的にカバー

防災拠点

（写真）株式会社エアロネクスト、株式会社ACSL、株式会社NEXT DELIVERY、ブルーイノベーション株
式会社、株式会社Liberawareのプレスリリース（2024年2月8日）より掲載

ドローンによる医療物資等の輸送（令和６年能登半島地震で実施）

地域の規模等を考慮し、
公共下水道から合併浄化槽へ移行

合併浄化槽

HAPS※

※高高度プラットフォーム

10

 令和６年１月１日に発生した能登地震をはじめとする近年の災害から得られた教訓を踏まえ、地域における防
災力の強化が求められているところ。

 半島など地理的制約がある地域を念頭に、被災地域が孤立する可能性も考慮し、生命を守るために必要なライ
フラインを確保できるよう、地域の将来像も踏まえつつ、自律分散型インフラやデジタル技術の活用を図る。

WOTA（株）
HPより

下水道から浄化槽への転換例：
石巻市雄勝地区（東日本大震災）

自律型電源・エネルギー
（再エネ・蓄電池・水素等）

地下水膜ろ過システム

第１回 上下水道地震対策検討委員会
（国交省：2024/3/12）

災害時を想定した「多様な水源の活用」
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